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は じ め に 

 

本報告書は、2026 年 9 月に参議院行政監視委員会調査室が当町に現地調査に訪れた際の説明資料を基に

作成してあります。 

調査テーマが「紫波町における EBPM の推進の取組（農業政策の EBPM 化と課題解決のためのアジャイ

ル型プロジェクトの試行）」だったことから、現地調査を機にこれまでの取り組みを「農政のＤＸ化と

EBPM」という枠組みで再整理しました。 

特に、農村政策フェローとして 8年間にわたり調査分析したデータや報告書が約 100GB となり、保存し

ているデータが未整理な状態で散在しており、必要な情報を容易に探せなくなってきたことから、分析の基

となったデータと分析した結果の情報を農政課の職員が利用しやすいように「農政ＤＸデータベース」とし

て体系的に整理しました。 

本報告書は、これまで農村政策フェローが取り組んできた活動の暗黙知を形式知化するという目的を持っ

ています。このため、本報告書の 1.農政のＤＸ化の取り組み状況は、「農政ＤＸデータベース」を活用する

際のマニュアル的な性格を持っています。本報告書を参照することにより、農村政策フェローの個人的な経

験値が農政課職員に広く共有されることを期待しています。 

本報告書２.農政の EBPM の取組状況は、紫波町の農村政策フェローが実施している EBPM のプロセスと

現在取り組んでいるリーディングプロジェクトの内容を整理しています。なお、リーディングプロジェクト

の詳細については、過去の農村政策調査研究報告に記載してありますのでそちらを参照願います。 

自治体が EBPMを実践するにあたっては、政策の効果を定量的に把握するのが困難であることから、広

い意味での EBPM を目指すのが現実的であると考えられます。 

 

本報告書を EBPM に取り組もうと考えている自治体の皆様に参考にしていただければ幸いです。 

 

※広義の EBPM：利用可能な最善のエビデンス（客観的なデータ、統計情報、事実等）を活用し、論理

的な裏付けを持って政策の企画立案・決定・見直しを合理的に行うこと。 
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1.農政の DX化の取組状況 

（１）農政DXデータベース 

紫波町農政の EBPMの基盤となる農政関係の情報を「農政 DXデータベース」として体系的に整

理しています。 

農政 DXデータベースは大きく分けて AI 部分とデータベース（以下 DB という）部分に分かれて

います。 

AI 部分は、QommonsAI に登録されており、DB 部分は紫波町の情報ネットワークの

\\Wstsv01\25_農林課\★農政ＤＸデータベース のフォルダに保存されています。 

したがって AI を利用する場合は、QommonsAI にログインして利用することになります。DB 部

分は紫波町の情報ネットワークからそのまま利用できます。 

生成 AI のQommonsAI には、紫波町で作成し公表してきた農村政策調査研究報告の全報告書と国

の食料・農業・農村基本計画関係の資料が登録されており、紫波町の農業生産構造の動向や国の施策

について質問し回答が得られるようになっています。 

DB は、大分類、中分類、小分類に分けて体系的に整理しており、具体的な分類と登録データ、デ

ータ内容、主な活用場面は、表 1-1 紫波町農政DX データベース体系と登録データ、表 1-2紫波町

農政 DXデータベース体系とデータ内容、表 1-3 紫波町農政 DXデータベース体系と主な活用場面

の通りです。 

   DB は、紫波町の情報ネットワークの\\Wstsv01\25_農林課\★農政ＤＸデータベースのフォルダ

に保存されている★紫波町 DX データベース体系スタートファイルを開いて表示される体系表の大分

類、中分類、小分類の項目をクリックすることにより、目的のフォルダやファイルを開くことができ

ます。 

   フォルダの中に登録しているデータの内容がデータベースになっている場合は、それぞれのフォル

ダに★〇〇スタートファイルが保存されていますので、そのファイルを開いて一覧表の中の見たい項

目をクリックすると該当するファイルが表示されます。一覧表には、分類の項目を設けているのでエ

クセルのフィルタ機能や並び替え機能を使って目的とするファイルを絞り込むことができます。 
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表 1-1 紫波町農政ＤＸデータベース体系と登録データ 

 

区分 大　分　類 中　分　類 小　分　類

01　農村政策調査研究報告（PDF版）

02　食料・農業・農村基本計画（計画、部会検討資料）

01　ＤＢ体系 01　ＤＢ体系 01　ＤＢ体系表 01　農政ＤＸデータベーススタートファイル

01　食料自給率 01　地域食料自給率計算シート

02　農業産出額 01　市町村別農業産出額データベース

03　地域経済循環 01　地域所得循環構造分析

04　産業連関表 01　岩手県産業連関表経済波及効果簡易分析ツール

05　二酸化炭素 01　フードマイレージ・二酸化炭素排出量試算シート

01　2015年紫波町旧町村別データベース

02　2020年紫波町旧町村別データベース

03　2025年紫波町旧町村別データベース

01　東北農業データファイル

02　2020年紫波町農業集落別データベース

01　農林業センサス分析支援シート（岩手県）

02　地域農業分析支援シート（岩手県）

01　AI手法を用いた農業構造予測データブック（岩手県）

02　地域農業動向予測システム（全国）

01　個人経営体 01　紫波町認定農業者データベース

01　紫波町集落営農組織データベース

02　紫波町集落営農実態調査

03　紫波町農業法人データベース

01　紫波町全域営農意向調査結果

02　水分地区営農意向調査結果

03　赤石地区営農意向調査結果

01　国計画 01　食料農業農村基本法 01　食料・農業・農村基本計画

01　岩手県基本方針

02　岩手県生産技術体系データベース

02　岩手県農業振興 03　いわて農業生産強化ビジョン

01　農業経営基盤強化促進法 01　紫波町基本構想

02　農業振興地域の整備に関する
法律

02　紫波町農業振興計画

01　紫波町全域 01　地域計画全地区

02　平坦水田地域 01　水分地区

03　混住兼業地域 01　赤石地区

01　プロジェクト全体 01　全体体系 01　全体体系

01　子実トウモロコシ産地化データベース

02　つなぐビール連携データベース

03　資源循環酒造データベース

04　みくまるっと脱炭素化データベース

01　平坦水田地域 01　農地マッチングアプリデータベース

02　丘陵果樹地域 02　労働力マッチングアプリデータベース

01　一般社団法人 01　一般社団法人里地里山ネット漆立

02　株式会社 02　株式会社エイトファーム

01　混住兼業地域 01　農業体験農園普及

02　山間地域 02　新たなウルシ産業創出

06　担い手確保（検討中）

07　検討中プロジェクト

01　報告書 01　農村政策調査研究報告 01　農村政策調査研究報告データベース

01　新聞 01　新聞記事掲載データベース

02　雑誌 02　雑誌投稿論文データベース

01　講演会・研修会 01　講演会・研修会資料データベース

02　活動報告会 01　活動報告会資料データベース

04　意見交換・視察・調査 01　意見交換会・視察・調査 01　意見交換会・視察・調査対応データベース

01　営農意向調査結果

分　　　　　　類

ＤＢ

ＡＩ

05　発信情報

01　Qommons　AI　

03　計画情報

04　営農意向情報

01　農業経営基盤強化促進法

03　講演会・活動報告会

02　循環型農業

03　紫波町計画

01　Qommons　AI　

02　統計データ

02　新聞・雑誌

04　リーディングプロ
ジェクト情報

05　農地利用

04　農地一元的管理主体創
設

03　農業ＤＸ

04　地域計画

02　団体経営体

01　平坦水田地域

登　　録　　デ　　ー　　タ

01　経済指標情報

02　農林業センサス情報

03　担い手情報

01　旧町村別データ

02　農業集落別データ

02　岩手県計画

03　分析シート

01　Qommons　AI　ソース

04　予測データ
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表 1-2 紫波町農政ＤＸデータベース体系とデータ内容 

 

区分 大　分　類 中　分　類 小　分　類

公表順・分類順一覧表と全報告書

基本計画本文、基本計画改訂に向けた各部会検討資料

01　ＤＢ体系 01　ＤＢ体系 01　ＤＢ体系表 データベース体系一覧表（登録データへのハイパーリンク）

01　食料自給率 都道府県・市町村の食料自給率計算（カロリーベース、生産額ベース）

02　農業産出額 市町村別農業産出額検索表示シート

03　地域経済循環 紫波町の地域所得循環構造分析結果

04　産業連関表 岩手県産業連関表（波及効果試算）

05　二酸化炭素 紫波町内で自給する場合とアメリカからの輸入の場合の試算

2015年農林業センサス紫波町旧町村別データ

2020年農林業センサス紫波町旧町村別データ

2025年農林業センサス紫波町旧町村別データ

2020年農林業センサス県・市町村・旧町村・農業集落別データ

2020年農林業センサス紫波町農業集落別データ（39項目）

農林業センサス岩手県旧町村別実数と増減率（2010年、2015年、2020年）　

農林業センサス岩手県市町村別クロス集計表（2010年、2015年、2020年）　

岩手県旧町村別農業経営体数、供給農地予測値（2025年、2030年、2035年）

全国市町村・旧町村別農業経営体数、供給農地予測値（2025年、2030年、2035年）　

01　個人経営体 紫波町の認定農業者の経営改善計画申請書

紫波町の経営安定対策加入集落営農組織の総会資料

紫波町の集落営農実態調査の個票

紫波町の農地所有適格法人農業状況報告書

地域計画策定のための紫波町全域の営農意向調査結果

水分水田農業ビジョン策定のための営農意向調査結果

赤石地区地域計画見直しのための営農意向調査結果

01　国計画 01　食料農業農村基本法 基本計画本文、計画改訂のための各部会検討資料

岩手県の基本方針（目標所得、集積率、営農類型）

岩手県基本方針の営農類型作成のための経営収支、労働時間

02　岩手県農業振興 岩手県の農業生産目標、地域別振興方向

01　農業経営基盤強化促進法 紫波町の基本構想（目標所得、農地集積率、営農類型）

02　農業振興地域の整備に関する
法律

地域の振興方向、農用地利用計画

01　紫波町全域 地域計画（全26地区）、報告書（グランドデザイン）

02　平坦水田地域 報告書（水分水田農業ビジョン）

03　混住兼業地域 報告書（農地活用方策）、農地利用事前登録制度、時期別マッチング地図

01　プロジェクト全体 01　全体体系 リーディングプロジェクト全体体系

報告書（栽培実証試験実績、課題と産地の対応方向）

報告書（つなぐビール発売までの経過）

プロジェクトの内容（酒粕→酒粕入り堆肥→水田施用→酒米→クラフト酒醸造）

バイオ発電消化液散布計画、二酸化炭素削減効果、消化液散布タイムスタディー

01　平坦水田地域 実証試験説明資料、実証試験結果

02　丘陵果樹地域 報告書（活用方法）、町内での活用事例

01　一般社団法人 報告書（設立経過、取り組み内容、課題と段階的合意形成）

02　株式会社 株式会社　エイトファーム（定款、事業計画）

01　混住兼業地域 報告書（設置経過、普及イベント農ある暮らし開催）

02　山間地域 ウルシに取り組む意義、連携協定書（4者）

06　担い手確保（検討中） 担い手確保考え方、農業支援サービス事業体、株式会社豊里創生

07　検討中プロジェクト 健康長寿、水田輪作、しあわせ柿、タマネギ

01　報告書 01　農村政策調査研究報告 報告書一覧、報告書、作業ファイル（分析用データ、分析結果）

01　新聞 新聞別掲載一覧と掲載記事、新聞投稿・寄稿記事原稿

02　雑誌 雑誌執筆論文一覧

01　講演会・研修会 講演会・研修会の対応一覧と説明資料

02　活動報告会 農村政策フェロー活動報告会資料

04　意見交換・視察・調査 01　意見交換会・視察・調査 意見交換会・視察・調査対応一覧と説明資料

01　営農意向調査結果

分　　　　　　類

ＤＢ

ＡＩ

05　発信情報

01　Qommons　AI　

03　計画情報

04　営農意向情報

01　農業経営基盤強化促進法

03　講演会・活動報告会

02　循環型農業

03　紫波町計画

01　Qommons　AI　

02　統計データ

02　新聞・雑誌

04　リーディングプロ
ジェクト情報

05　農地利用

04　農地一元的管理主体創
設

03　農業ＤＸ

04　地域計画

02　団体経営体

01　平坦水田地域

01　経済指標情報

02　農林業センサス情報

03　担い手情報

01　旧町村別データ

02　農業集落別データ

02　岩手県計画

03　分析シート

デ　　ー　　タ　　　内　　容

01　Qommons　AI　ソース

04　予測データ
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表 1-3 紫波町農政ＤＸデータベース体系と主な活用場面 

 

区分 大　分　類 中　分　類 小　分　類

農村政策調査研究報告閲覧 紫波町

国の農基本計画閲覧、国が分析した農業動向 農水省

01　ＤＢ体系 01　ＤＢ体系 01　ＤＢ体系表 農政DXデータベースの全体体系把握、各データベースへのアクセス 紫波町

01　食料自給率 紫波町の食料自給率試算 農林水産省

02　農業産出額 紫波町の農業産出額把握 東北農政局

03　地域経済循環 紫波町の地域所得循環状況把握 環境省

04　産業連関表 農業の経済波及効果試算 岩手県

05　二酸化炭素 地産地消の経済効果試算、二酸化炭素削減効果試算 紫波町

紫波町の旧町村別農業生産構造の把握 農林水産省

紫波町の旧町村別農業生産構造の把握 農林水産省

紫波町の旧町村別農業生産構造の把握 農林水産省

紫波町の農業集落別農業生産構造の概要把握 東北農政局

紫波町の農業集落別農業生産構造を全データ（39項目）で把握 農林水産省

紫波町の旧町村別の農業生産構造の動向把握 岩手農研

紫波町の農業生産構造を独自のクロス集計で詳細に把握 岩手農研

紫波町の旧町村別に農業経営体数、供給農地、作物別作付け面積の予測値 岩手農研

紫波町の旧町村別に農業経営体数、供給農地の予測値 農研機構

01　個人経営体 紫波町の認定農業者の経営状況把握 紫波町

紫波町の集落営農組織の実態把握 紫波町

紫波町の集落営農組織の実態把握 紫波町

農業法人の経営状況把握 紫波町

紫波町全体の営農意向把握 紫波町

水分地区の営農意向把握 紫波町

赤石地区の営農意向把握 紫波町

01　国計画 01　食料農業農村基本法 国の農業振興方針把握 農林水産省

岩手県の基本方針、目標所得、集積率、営農類型把握 岩手県

作物別経営収支、作業時間把握 岩手県

02　岩手県農業振興 岩手県の農業振興方針把握 岩手県

01　農業経営基盤強化促進法 紫波町の目標所得、集積率把握 紫波町

02　農業振興地域の整備に関する
法律

紫波町の農業振興方針把握 紫波町

01　紫波町全域 紫波町の地域計画の策定状況把握 紫波町

02　平坦水田地域 水分の地域計画策定経過と地域計画の内容 紫波町

03　混住兼業地域 担い手急減地区における農地の活用方策検討 紫波町

01　プロジェクト全体 01　全体体系 各プロジェクトの概要、背景、取組実績等 紫波町

子実トウモロコシの産地化の進め方 紫波町

紫波町におけるビール麦とつなぐビール発売までの経過把握 紫波町

資源循環酒造プロジェクトの仕組み把握 紫波町

みくまるっと脱炭素化の二酸化炭素削減効果と経済効果把握 紫波町

01　平坦水田地域 農地マッチングアプリの実用性検討 紫波町

02　丘陵果樹地域 労働力マッチングアプリの活用促進策検討 紫波町

01　一般社団法人 農地の一元的管理主体の創設検討 紫波町

02　株式会社 株式会社エイトファームの概要把握 紫波町

01　混住兼業地域 農業体験農園の普及方法検討 紫波町

02　山間地域 新たなウルシ産業創出の考え方把握 紫波町

06　担い手確保（検討中） 紫波町の担い手確保策検討 紫波町

07　検討中プロジェクト 紫波町の農業振興策検討 紫波町

01　報告書 01　農村政策調査研究報告 農村政策調査研究報告書閲覧、分析データ確認 紫波町

01　新聞 掲載新聞記事と執筆原稿閲覧 紫波町

02　雑誌 雑誌執筆論文閲覧 紫波町

01　講演会・研修会 研修会・講演会説明資料閲覧 紫波町

02　活動報告会 活動報告会説明資料閲覧 紫波町

04　意見交換・視察・調査 01　意見交換会・視察・調査 意見交換・視察・調査への対応状況と説明資料閲覧 紫波町

01　営農意向調査結果

分　　　　　　類

ＤＢ

ＡＩ

05　発信情報

01　Qommons　AI　

03　計画情報

04　営農意向情報

01　農業経営基盤強化促進法

03　講演会・活動報告会

02　循環型農業

03　紫波町計画

01　Qommons　AI　

02　統計データ

02　新聞・雑誌

04　リーディングプロ
ジェクト情報

05　農地利用

04　農地一元的管理主体創
設

03　農業ＤＸ

出典

04　地域計画

02　団体経営体

01　平坦水田地域

01　経済指標情報

02　農林業センサス情報

03　担い手情報

01　旧町村別データ

02　農業集落別データ

02　岩手県計画

03　分析シート

主　　　な　　　活　　用　　場　　面

01　Qommons　AI　ソース

04　予測データ
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（２）農林業センサスの登録データ 

 ①旧町村別データ 

     旧町村別データのフォルダには、2015 年紫波町旧町村別データベース、2020 年紫波町旧町村別

データベース、2025 年紫波町旧町村別データベースのデータが保存されています。 

各年のフォルダに★〇〇スタートファイルが保存されていますので、スタートファイルを開いて

一覧表の中の見たい項目をクリックするとデータが表示されます。 

     2025 年紫波町旧町村別データベースには、現時点では、速報値・審査用と公表値・結果確認用の

データが保存されています。登録されているデータ項目は表 1-4 農林業センサス紫波町旧町村別

登録データ の青〇が記載されている項目となっています。登録されているデータは、2020 年と

2025 年のデータと増減率となっています。 

2026 年 9 月時点で旧町村別データの確定値は公表されていませんので取り扱いには注意が必要

ですが、業務資料として閲覧することは可能です。 
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表 1-4 農林業センサス紫波町旧町村別登録データ 

 

 

 

 

 

： 第１報で公表する統計表の集計結果を含む速報結果表 19 表

●印：農林水産省へ送付必須とした速報結果表 59 表

◎印：●に加えて農林行政主管課、地方組織で要確認とした速報結果表速報_02_03_都道府県_01_99_001_0_20251112123507883.xlsx11 表

○印：上記以外の作成可能な速報結果表 97 表

総数 個人 団体 法人 総数 個人 団体 法人 総数 個人 団体 法人

分類 表名 番号 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

１　農林業経営体数 （１）調査客体数 001 1 ● ○ 不要

１　農林業経営体数 （２）組織形態別経営体数 002 1 ○ ○ -

２　都道府県設定項目 008 0 ○ ○ -

１　農業経営の特徴 （１）組織形態別経営体数 101 1 ● ○ 要

１　農業経営の特徴 （３）農産物販売金額規模別経営体数 103 1 ● ● 要

１　農業経営の特徴 （４）農産物販売金額１位の部門別経営体数 104 1 ● ● 要

１　農業経営の特徴 （６）単一経営経営体数 106 1 ● ○ -

１　農業経営の特徴 （７）準単一複合経営及び複合経営経営体数 107 1 ● ○ -

１　農業経営の特徴 （８）農業生産関連事業を行っている経営体の事業種類別経営体数 108 1 ● ● -

１　農業経営の特徴 （９）農業生産関連事業の売上合計金額に占める割合が８割以上の事業種類別経営体数 109 1 ○ ○ -

１　農業経営の特徴 （10）農業生産関連事業を行っている経営体の事業収入規模別経営体数 110 1 ○ ○ -

１　農業経営の特徴 （11）農産物の出荷先別経営体数 111 1 ● ○ -

１　農業経営の特徴 （12）農産物の売上１位の出荷先別経営体数 112 1 ● ○ -

１　農業経営の特徴 （13）青色申告を行っている経営体の取組年数別経営体数 113 1 ● ○ 要

１　農業経営の特徴 （14）データを活用した農業を行っている経営体数 114 0 ● ● ● ● 要

１　農業経営の特徴 （15）農畜産物の輸出を行っている経営体数 115 0 ● 要

１　農業経営の特徴 （16）農業生産関連事業の加工品等の輸出を行っている経営体数 116 0 ● 要

２　土地 （１）経営耕地の状況（経営耕地、うち所有、うち借入） 121 1 ● ● 要

２　土地 （２）経営耕地面積規模別経営体数 122 1 ● ● 要

２　土地 （３）経営耕地面積規模別経営耕地面積 123 1 ● ● 要

２　土地 （７）借入耕地面積規模別経営体数 133 1 ○ ○ -

２　土地 （８）借入耕地面積規模別借入耕地面積 134 1 ○ ○ -

２　土地 （９）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積 135 1 ○ ○ -

２　土地 （14）経営耕地以外の土地等の状況 140 1 ● ○ -

２　土地 （15）施設園芸に利用したハウス・ガラス室の面積規模別経営体数 141 1 ○ ○ -

２　土地 （16）施設園芸に利用したハウス・ガラス室の面積規模別面積 142 1 ○ ○ -

３　農作物 （１）販売目的の作物の類別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 151 1 ● ○ -

３　農作物 （２）販売目的の稲・麦・雑穀の作物別作付経営体数と作付面積 152 1 ● ○ -

３　農作物 （３）販売目的のいも類・豆類の作物別作付経営体数と作付面積 153 1 ◎ ○ -

３　農作物 （４）販売目的の工芸農作物の作物別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 154 1 ◎ ○ -

３　農作物 （５）販売目的の野菜類の作物別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 155 1 ◎ ○ -

３　農作物 （６）販売目的の果樹類の栽培経営体数と栽培面積 156 1 ◎ ○ -

客体

候補

名簿

集計対象
秘匿措置

の要／不

要

第１報公表に係る新旧市区町村別集計結果

表頭

前

回

比

較

農林業経営体 農業経営体 林業経営体
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②農業集落別データ 

   農業集落別データのフォルダには、東北農業データファイルと 2020 年紫波町農業集落データベース

が保存されています。 

 

  ＜東北農業データファイル＞ 

 

   東北農業データファイルは、東北農政局統計部が公表しているもので、2020 年農林業センサスのデー

タを市町村別、旧町村別、農業集落別に指定して表示できるものです。2015 年のデータがある項目につ

いては 2015 年と 2020 年のデータが表示されます。 

 

【表示されるデータ項目】 

1.農業経営体数及び農家数 

2.経営形態別の経営体数 

3.農業労働力（雇用者） 

4.経営耕地面積規模別の経営体数 

5.経営耕地面積規模別の経営耕地面積 

6.1経営当たり経営耕地面積 

7.農産物販売金額規模別の経営体数 

8.農産物販売金額第 1位の部門別経営体数 

9.年齢階層別の基幹的農業従事者数（個人経営体） 

10.基幹的農業従事者の年齢階層別経営耕地面積（個人経営体） 

11.経営主の年齢階層別経営体数及び農業後継者の状況 

12.経営主の年齢階層別経営耕地面積及び農業後継者の状況別経営耕地面積 

13.データを活用した農業を行っている経営体数 

14.有機農業に取り組んでいる品目別経営体数及び作付け（栽培）面積 

 



- 10 - 

 



- 11 - 
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＜2020 年紫波町農業集落別データベース＞ 

2020 年紫波町農業集落別データベースのフォルダには、表 1-5 2020 年農業集落別データベースの

39 項目が登録されています。また分析に活用しやすいように 16 項目を抜粋した 表 1-6 2020 年農業

集落別データベース（分析用）の一覧表も掲載しています。 

それぞれの一覧表の項目をクリックするとデータが表示されます。 

表 1-5 2020 年農業集落別データベース 

 

2020年農林業センサス農業集落別集計データ

農林業センサス農業集落別集計データ項目

1_農林業経営体_調査客体

2_農林業経営体_組織形態別経営体数

3_農業経営体_組織形態別経営体数

4_農業経営体_農産物販売金額規模別経営体数

5_農業経営体_農産物販売金額1位の部門別経営体数

6_農業経営体_農業経営組織別経営体数

7_農業経営体_農業生産関連事業を行っている経営体の事業種類別経営体数

8_農業経営体_経営耕地の状況

9_農業経営体_経営耕地面積規模別経営体数

10_農業経営体_経営耕地面積規模別面積

11_農業経営体_借入耕地のある経営体数と借入耕地面積

12_農業経営体_貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積

13_農業経営体_世帯員、役員・構成員（経営主を含む）の状況

14_農業経営体_常雇

15_農業経営体_臨時雇

16_農業経営体_販売目的で作付け（栽培）した作物の類別作付（栽培）経営体数

17_農業経営体_販売目的で作付け（栽培）した作物の類別作付（栽培）面積

18_農業経営体_家畜等を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭羽数

19_農業経営体_農作業を受託した経営体の事業部門別経営体数

20_農業経営体_水稲作受託作業種類別経営体数と受託作業面積

21_農業経営体_有機農業に取り組んでいる経営体の取組品目別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積

22_農業経営体_青色申告を行っている経営体数

23_農業経営体_データを活用した農業を行っている経営体数

24_農業経営体_5年以内の後継者の確保状況別経営体数

25_個人経営体_主副業別経営体数

26_個人経営体_年齢別の農業従事者数

27_個人経営体_年齢別の基幹的農業従事者数

28_個人経営体_平均年齢

29_総農家等_総農家数等

30_総農家等_経営耕地のある農家数と経営耕地面積(総農家、自給的農家）

31_地域調査_DIDまでの所要時間

32_地域調査_耕地面積

33_地域調査_寄り合いの開催状況

34_地域調査_行っている地域活動

35_地域調査_都市住民、NPO・学校・企業と連携して活動

36_地域調査_実行組合の有無

37_地域調査_地域資源の保全

38_地域調査_都市住民、NPO・学校・企業と連携して保全

39_地域調査_法制上の地域指定
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表 1-6 2020 年農業集落別データベース（分析用） 

 

 

 

（３）農林業センサスの分析ツール 

分析シートのフォルダには、農林業センサスを分析するツールとして、①農林業センサス分析支

援シート（岩手農研）、②地域農業分析支援シート（岩手農研）が保存されています。 

予測データのフォルダには③岩手県農業構造動向予測データブック（岩手農研）④地域農業動向

予測システム（農研機構）が保存されています。 

①～③にはシートそのものを保存しているので、それぞれのシートを開くことにより利用するこ

とができます。 

④は地域農業動向予測システムからダウンロードした紫波町のデータが保存してあります。新た 

に他地区のデータを入手する場合には、地域農業動向予測システム（ RAPs ）

（https://raps.rad.naro.go.jp/）にアクセスしてデータをダウンロードしてください。 

 

各シートの内容と使用方法等は、それぞれの試験研究成果書を参考にしてください。 

 

2020年農林業センサス農業集落別集計データ

番号 分析項目 分析区分 分類 農林業センサス農業集落別集計データ項目

1 農業経営体数 集落単位 経営体 1_農林業経営体_調査客体

2 販売農家と自給農家数 集落単位 経営体 29_総農家等_総農家数等

3 法人経営体数 集落単位 経営体 3_農業経営体_組織形態別経営体数

4 主副業別経営体数（65歳以下の専従者有の主業農家、副業的農家）集落単位 経営体 25_個人経営体_主副業別経営体数

5 農産物販売金額1位部門別経営体数 集落単位 営農類型 5_農業経営体_農産物販売金額1位の部門別経営体数

6 農産物販売金額規模別経営体数 旧町村単位 経営規模 4_農業経営体_農産物販売金額規模別経営体数

7 地目別経営耕地面積（団体経営体＋個人経営体） 集落単位 土地 8_農業経営体_経営耕地の状況（地目別）

8 経営耕地面積（個人経営体） 集落単位 土地 30_総農家等_経営耕地のある農家数と経営耕地面積(総農家、自給的農家）

9 経営耕地面積規模別経営体数 旧町村単位 土地 9_農業経営体_経営耕地面積規模別経営体数

10 経営耕地面積規模別経営面積 旧町村単位 土地 10_農業経営体_経営耕地面積規模別面積

11 田の借入面積 集落単位 土地 11_農業経営体_借入耕地のある経営体数と借入耕地面積

12 田の貸付面積 集落単位 土地 12_農業経営体_貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積

13 耕地面積 集落単位 土地 32_地域調査_耕地面積

14 5年以内の後継者有の確保状況 集落単位 担い手 24_農業経営体_5年以内の後継者の確保状況別経営体数

15 年齢別基幹的農業従事者数（64歳以下、75歳以上） 集落単位 担い手 27_個人経営体_年齢別の基幹的農業従事者数

16 150日以上自営農業従事平均年齢（男女別） 集落単位 担い手 28_個人経営体_平均年齢

https://raps.rad.naro.go.jp/
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①農林業センサス分析支援シート（岩手農研） 
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②地域農業分析支援シート（岩手農研） 
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③岩手県農業構造動向予測データブック（岩手農研） 
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④地域農業動向予測システム（農研機構） 

 

【研究成果情報】人・農地プラン実質化の推進に活用できる AI 農業経営体数予測モデル 

 

＜要約＞ 

旧市町村単位での経営体の離農や、圃場単位での農地の貸出しに関する高精度な予測が可能な AI 農

業経営体数予測モデルである。本モデルを用いることで地域の農地需給の分析や、離農に伴い供給が見

込まれる農地の予測やそのマップ化が可能となり、人・農地プランの実質化を支援できる。 

• キーワード:AI、人・農地プラン、営農継続確率、地域農業、担い手 

• 担当:基盤技術研究本部・農業情報研究センター・AI 研究推進室・多変量解析ユニット 

• 代表連絡先: www_kiban@ml.affrc.go.jp 

• 分類:普及成果情報 

＜背景・ねらい＞ 

農林水産省が重点施策として進めている「人・農地プランの実質化」では、①耕作者の年齢や後継者

の有無、農地の貸付希望や農地バンクの活用意向を把握し、②それに基づく地域の農地利用状況のマッ

プ化、③5～10 年後の農地を誰(中心経営体)に担ってもらうかを話し合うことになっている。 

しかし、耕作者の高齢化や地権者の地域外への他出などにより、市町村の農地政策担当者が地域農業

の状況を詳しく把握することは困難になっている。そのため、AI を用いて、旧市町村単位での経営体

の離農や圃場単位での農地の貸出しに関する高精度な予測を可能とする農業経営体数予測モデルを開発

し、人・農地プランの実質化の取り組みを支援する。 

＜成果の内容・特徴＞ 

• 本モデルは、経営体における経営主年齢や後継者の有無、経営規模などの属性データから営農継

続確率を予測するとともに、その予測結果を積み上げて、地域全体の農業経営体数や離農に伴う

供給農地面積を推定することができる。また、離農に伴う供給農地面積の予測結果をもとに、農

地需給の分析が可能である。さらに、農地情報が GIS 化されている場合は、経営体の営農継続確

率をこれと紐づけることによって、離農に伴い供給される可能性のある農地をマップ化すること

が可能となる(図 1)。 

• 本モデルを用いると、農地需給を以下の手順で把握することができる。①地域(旧市町村など)に

おける担い手の規模拡大希望面積(認定農業者の経営改善計画の拡大目標面積等)を積算すること

で農地の需要量を算出、②AI 農業経営体数予測モデルにより地域の離農に伴う供給農地面積を予

測(図 2)、③農地の需要と供給面積を比較(図 3)。なお、②については、Web アプリケーション

化され提供されている。 

mailto:www_kiban@ml.affrc.go.jp


- 21 - 

• 離農に伴い供給される可能性のある農地のマップ化は、以下の手順で実施できる。①農地利用に

関するアンケート結果や農地基本台帳から、経営体の属性(経営主の年齢、経営耕地面積、後継

者の有無など)と各経営体が耕作している農地の地番、それら地番が紐づいた農地の区画情報(筆

ポリゴン)等を収集(図 4①)、②経営体の属性データを AI 農業経営体数予測モデルに入力して各

経営体の営農継続確率を算出(図 4②)、③各経営体の営農継続確率を各々が耕作している農地と

紐づけることで圃場単位での営農継続確率を地図上で可視化する(図 4③)。このように農地利用

をマップ化することで、離農により供給される可能性が高い農地を面的に把握することが可能と

なり、人・農地プランに記載する農地の集約化方針の検討に活用できる。 

＜普及のための参考情報＞ 

• 普及対象:個人の営農や農地に関する情報を取り扱う手法であることから、人・農地プラン作成に

関わる市町村、農業委員会などの公的機関の担当者に限定する。 

• 普及予定地域・普及予定面積・普及台数等:全国の市町村(現在、予測結果を岩手県内 4 市町村で

活用) 

• その他: 

o 人・農地プランの実質化の話合いの際の参考資料や、担い手の規模拡大目標面積の見

直しなどに活用できる。 

o 「離農に伴い供給される可能性のある農地のマップ化」により、人・農地プランの実

質化の際の地域の農地利用状況を示すことが出来る。 

o 本モデルによる予測結果は、Web アプリケーション(https://raps.rad.naro.go.jp)を通

じて提供する(農研機構のホームページからアクセス可能)。なお、利用は、当面、公

的機関の担当者に限定し、利用者にはログインのための ID とパスワードを付与す

る。また、基本的に利用者の所属する地域の予測結果のみを利用可能である。 

o 詳細な活用手順や岩手県での実証結果を示した SOP(標準作業手順書)を作成し、普及

を進める。 

o 本モデルは、過去の農林業センサス個票データを学習し予測を行う。また予測は 5 年

ごとに可能である(予測精度の観点から 15 年後までの予測を想定)。 

o 旧市町村とは、1950 年 2 月 1 日現在の市区町村である。 

 

  

https://raps.rad.naro.go.jp/
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＜具体的データ＞ 
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【全国の予測データをダウンロードできるホームページ】 

 

＜地域農業動向予測システム（RAPｓ） https://raps.rad.naro.go.jp/ ＞ 

 

 

 

 

 

  

https://raps.rad.naro.go.jp/
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（４）発信情報データベース 

発信情報のフォルダには、①農村政策調査研究報告データベース、②新聞記事データベース、③雑

誌・書籍データベース、④講演会・研修会・視察資料データベース、⑤活動報告会データベース、⑥

意見交換・視察調査対応データベースのフォルダがあります。 

各フォルダには、★〇〇スタートファイルが保存されています。スタートファイルを開いて一覧表

の項目をクリックすると登録されているファイルが表示されます。一覧表には分類の項目も加えてい

るので、エクセルのフィルタ機能や並び替え機能を活用して項目を絞り込むことができます。 

 

①農村政策調査研究報告データベース 

表 1-7 農村政策調査研究報告データベース一覧（公表順）

 

農村政策調査研究報告一覧表（公表順）（2026.9.17）

番号 タ　　　    　　イ　　　　　　　ト　　　　　　　ル 公表年月

第1号
紫波町認定農業者の定量的分析と農地の需要見通し

～認定農業者関係データベースを活用した分析～
2020年10月

第2号
紫波町の農業経営体数の予測と農地の需給見通し

～ＡＩを用いた農業経営体予測モデルの活用に関する実証試験結果を踏まえ～
2020年11月

第3号
農業体験農園シンポジウムの開催状況

～古館農業体験農園の活動実績報告～
2020年12月

第4号 古館農業体験農園の取組状況と盛岡市市民の農業体験農園の意向 2020年12月

第5号
紫波町の農業生産構造動向分析

～2020年農林業センサス（概数値）データ分析から～
2021年1月

第6号
農村政策フェローの活動状況

～令和元年度・2年度活動実績及び令和3年度計画～
2021年2月

第7号
紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取組状況

～ 令和２年度実証実績及び令和 3 年度実証計画 ～
2021年3月

第8号
紫波町における旧町村別農業生産構造の特徴と人・農地プランの実践

～2020年農林業センサス 紫波町旧町村別データ分析～
2021年9月

第9号
紫波町の旧町村別農業生産構造の動向分析と今後の農業振興策の考え方

～農林業センサス分析支援シート※を活用した2010年、2015年、2020年データの分析～
2021年11月

第10号
畑からはじまる心地よい暮らしの集いの開催状況

～畑を利用して活動している各団体の活動内容～
2022年3月

第11号
紫波町における人・農地プランの取り組み状況

～ ＰＤＲサイクルによる農地有効活用リーディングプロジェクト推進 ～
2022年2月

第12号 紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取組状況（令和３年度実績） 2022年3月

第13号 農村政策フェロー３年間の活動実績 2022年3月

第14号
地産地消が地域経済と二酸化炭素削減に及ぼす効果の試算

～家計調査、産業連関表、フード・マイレージを用いた分析～
2022年5月

第15号
紫波町の集落営農の特徴と今後の方向

～集落営農実態調査（農林水産省）の岩手県データの分析～
2022年7月

第16号
畑に見出す新たな価値

～ 古館農業体験農園の実践事例から ～
2022年8月

第17号
地域の農地を一元的に管理する管理主体の創設

～ 一般社団法人 里地里山ネット漆立の事例 ～
2022年8月

第18号
財務諸表の分析から見た紫波町の集落営農の展開方向

～集落営農実態調査と水田作経営の法人と集落営農の決算資料の分析～
2023年1月

第19号
紫波町における新たな農業の取組と農村政策フェローのジャンル確立

～農村政策フェロー４年間の活動を通じて～
2023年2月

第20号
子実トウモロコシ産地化に向けた課題と展開方向

～岩手県紫波町における 2020 年～2022 年の取り組みを踏まえて～
2023年4月

第21号
紫波町の認定農業者の現状と農地の需給見通し

～認定農業者経営改善計画の分析から～
2023年5月
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表 1-8 農村政策調査研究報告データベース一覧（分類順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農村政策調査研究報告一覧表（分類順）（2026.9.17）

番号 タ　　　    　　イ　　　　　　　ト　　　　　　　ル 公表年月 分　類　１ 分　類　２

第5号
紫波町の農業生産構造動向分析

～2020年農林業センサス（概数値）データ分析から～
2021年1月 01農林業センサス 01構造分析

第8号
紫波町における旧町村別農業生産構造の特徴と人・農地プランの実践

～2020年農林業センサス 紫波町旧町村別データ分析～
2021年9月 01農林業センサス 01構造分析

第9号
紫波町の旧町村別農業生産構造の動向分析と今後の農業振興策の考え方

～農林業センサス分析支援シート※を活用した2010年、2015年、2020年データの分析～
2021年11月 01農林業センサス 01構造分析

第28号
2020年農林業センサス紫波町農業集落別データブック

～2020 年農林業センサスの農業集落別集計結果をグラフ化したデータブック～
2024年5月 01農林業センサス 01構造分析

第45号
紫波町の農業生産構造の動向分析

～農林業センサス旧町村別データの分析結果～
2026年6月 01農林業センサス 01構造分析

第2号
紫波町の農業経営体数の予測と農地の需給見通し

～ＡＩを用いた農業経営体予測モデルの活用に関する実証試験結果を踏まえ～
2020年11月 01農林業センサス 02予測

第22号
紫波町の作物別経営体数及び作付面積の推移と今後の見通し

～農林業センサス個票の年齢階層別集計データを用いた農業経営体数と作付面積の分析～
2023年6月 01農林業センサス 02予測

第26号
地域計画作成に向けた農林業センサスの分析

～地域農業分析支援シート及び AI による農業経営体数予測モデルの活用による～
2024年5月 01農林業センサス 02予測

第1号
紫波町認定農業者の定量的分析と農地の需要見通し

～認定農業者関係データベースを活用した分析～
2020年10月 02担い手 01認定農業者

第21号
紫波町の認定農業者の現状と農地の需給見通し

～認定農業者経営改善計画の分析から～
2023年5月 02担い手 01認定農業者

第24号
紫波町の農業の担い手確保に向けた統計分析と対応方向

～新規就農者調査、認定農業者経営改善計画、農林業センサス等の分析～
2024年1月 02担い手

01認定農業者

03新規就農者

第34号 紫波町における地域・年齢別基幹的農業従事者割合 2024年12月 02担い手 02基幹的農業従事者

第15号
紫波町の集落営農の特徴と今後の方向

～集落営農実態調査（農林水産省）の岩手県データの分析～
2022年7月 02担い手 02集落営農

第18号
財務諸表の分析から見た紫波町の集落営農の展開方向

～集落営農実態調査と水田作経営の法人と集落営農の決算資料の分析～
2023年1月 02担い手 02集落営農

第29号
地域計画作成に向けた集落営農実態調査の分析

～ 農林水産省 集落営農実態調査結果の分析（全国、岩手県、紫波町）～
2024年6月 02担い手 02集落営農

第7号
紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取組状況

～ 令和２年度実証実績及び令和 3 年度実証計画 ～
2021年3月 03リーディングプロジェクト 01子実トウモロコシ

第12号 紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取組状況（令和３年度実績） 2022年3月 03リーディングプロジェクト 01子実トウモロコシ

第20号
子実トウモロコシ産地化に向けた課題と展開方向

～岩手県紫波町における 2020 年～2022 年の取り組みを踏まえて～
2023年4月 03リーディングプロジェクト 01子実トウモロコシ
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②新聞記事データベース 

 

表 1-9 新聞記事データベース 

 
 

 

新聞記事データベース ※タイトルをクリックすると記事が見れます

番号 区　　分 　掲　載　紙 掲　載　月　日 掲載ページ 　　タ　　　イ　　　ト　　　ル

1 新聞 農業共済新聞 2021年7月1日 １面トップ 水田転作へ高まる期待

2 新聞 全国農業新聞 2021年11月26日 １面 広がる地域まるっと中間管理方式

3 新聞 全国農業新聞 2021年12月10日 １面トップ 注目集める子実用トウモロコシ

4 新聞 日本農業新聞 2021年3月25日 「国産」名乗る使命感　岩手県紫波町

5 新聞 日本農業新聞 2022年7月19日 ２面 地産地消の恩恵可視化

6 新聞 日本農業新聞 2022年7月29日 １面トップ ＡＩ活用将来像探る

7 新聞 日本農業新聞 2022年8月3日 14面生活 病院でなく地域で住民の健康を支える

8 新聞 日本農業新聞 2022年8月7日 １面トップ 集落営農、一社化の動き

9 新聞 日本農業新聞 2024年11月11日 独自ポスト　農村政策フェロー　農地問題解決に貢献

10 新聞 日本農業新聞 2025年10月11日 ビジョン描く　岩手県紫波町水分地区

11 新聞 日本農業新聞 2025年11月16日 現場からの農村学教室 現場から見た地域計画の課題

12 新聞 岩手日報 2022年1月14日 イベント紹介 畑と暮らす豊かさ知って

13 新聞 岩手日報 2022年1月16日 イベント紹介 畑ある生活　新鮮な魅力

14 新聞 岩手日報 2022年2月23日 １面トップ つなぐ農・食・命（第2部紫波町のプロジェクト上　畑で育つ自由な発想）

15 新聞 岩手日報 2022年2月24日 ２面 つなぐ農・食・命（第2部紫波町のプロジェクト下　「共創」掲げ未来描く）

16 新聞 岩手日報 2022年6月19日 ２面 つなぐ農・食・命（第6部②地産地消　共助の土台を盤石に）

17 新聞 岩手日報 2023年11月28日 県北・盛岡 農業を先導東北学会賞

18 新聞 岩手日報 2023年12月16日 人 東北農業経済学会賞実践賞を受賞した

19 新聞 岩手日報 2024年9月3日 イベント紹介 食と農テーマに映画上映会

20 新聞 岩手日報 2025年9月13日 イベント紹介 みんなで味わう農の魅力　県内初　入場料は野菜

21 新聞 岩手日報 2021年6月28日 論壇（業務） 飼料の地域自給率高めよ

22 新聞 岩手日報 2022年1月11日 論壇（業務） 畑に見いだす新たな価値

23 新聞 岩手日報 2022年3月3日 論壇（業務） 転作田交付金見直し再考を

24 新聞 岩手日報 2022年6月17日 論壇（業務） 子実用トウモロコシ拡大を

25 新聞 岩手日報 2022年8月24日 論壇（業務） 子実用トウモロコシ拡大を

26 新聞 岩手日報 2023年2月17日 論壇（業務） 農家への直接支払制度求む

27 新聞 岩手日報 2024年5月22日 論壇（業務） 県産ビールを飲み経済循環を

28 新聞 岩手日報 2024年9月5日 論壇（業務） 「おいしい革命」で農食復興

29 新聞 岩手日報 2024年10月30日 論壇（業務） プラス1杯でコメ農家応援

30 新聞 岩手日報 2025年3月27日 論壇（業務） 米の価格形成　実態と課題

31 新聞 岩手日報 2025年4月29日 論壇（業務） つなぐビール経済効果大

32 新聞 岩手日報 2025年9月10日 論壇（業務） ギブミーベジタブルとは

33 新聞 岩手日報 2026年8月26日 論壇（業務） 米の直接支払い制度実現を

34 新聞 岩手日報 2021年2月2日 論壇（私的） 鉄理論で三陸漁業復興を

35 新聞 岩手日報 2021年3月9日 論壇（私的） 「防菜」で災害に備えを

36 新聞 岩手日報 2021年5月3日 論壇（私的） 処理水幅広い議論必要

37 新聞 岩手日報 2021年8月9日 論壇（私的） 早池峰の高山植物残そう

38 新聞 岩手日報 2021年10月21日 論壇（私的） 賢治の庭　後世へ伝えよう

39 新聞 岩手日報 2021年12月6日 論壇（私的） クマ対策の里山づくり

40 新聞 岩手日報 2023年6月21日 論壇（私的） クマ対策に多角的議論を

41 新聞 岩手日報 2023年8月29日 論壇（私的） 利益流出防ぐ産業振興必要

42 新聞 岩手日報 2023年10月17日 論壇（私的） クマ対策実態に合わせて

43 新聞 岩手日報 2025年10月30日 論壇（私的） 実効性あるクマ対策望む

44 新聞 岩手日報 2025年11月11日 声 クマ緊急対策直ちに実行を
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③雑誌・書籍データベース 

 

表 1-10 雑誌・書籍データベース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 区　　分 　雑誌名 掲載月日 掲載ページ 　　タ　　　イ　　　ト　　　ル

1 雑誌 季刊地域 No53 2023年5月1日 p48～p51 遊休農地を生かしてコミュニティ共創型農業

2 雑誌 季刊地域No54 2023年7月5日 p100～p106 将来の町の遊休農地、エリア別活用戦略

3 雑誌 経営通信 2021年10月 現地だより
岩手県紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組みについ

て

4 雑誌 経営通信 2023年1月 巻頭言 農業経営分野における研究成果の社会実証

5 学会誌 農村経済研究 2023年9月23日 招待講演 農地の需給見通しを踏まえた地域農業の複合的展開

6 事例集

令和6年度統計

データ利活用事

例集（総務省統

計局）

2025年4月 p74～ｐ77
農業政策のＥＢＰＭ化と課題解決のためのアジャイル型プロジェク

トの試行

番号 区　　分 　書籍名 掲載月日 掲載ページ 　　タ　　　イ　　　ト　　　ル

1 書籍

枝番集落営農の

展開と政策課題

（渡辺岳陽）

2024年11月22日 第５章 「地域まるっと中間管理方式」を活用した枝番集落営農の再編

2 書籍

地域まるっと中

間管理方式（可

知祐一郎）

2025年7月6日 第5章 全国に広がる「地域まるっと中間管理方式」
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④講演会・研修会・視察資料データベース 

 

表 1-11 講演会・研修会・視察資料データベース 

 

講演会・研修会・視察対応一覧（説明資料）
番号 開催月日 研　　修　　会　　名 演　　題　　・　　テ　　ー　　マ

1 2019年7月29日 人・農地プラン全体説明会 人・農地プランを巡る情勢

2 2019年8月1日 人・農地プラン古館地区説明会 人・農地プランを巡る情勢

3 2019年8月8日 人・農地プラン赤沢地区説明会 人・農地プランを巡る情勢

4 2019年10月2日 北上市花いっぱい運動集い 岩手のガーデニング

5 2019年12月17日 子実用トウモロコシ導入可能性研修会 子実用トウモロコシを巡る情勢について

6 2020年12月6日 北水会紫波支部第24回総会・講演会 花と緑で人生の楽園づくり

7 2020年12月16日 紫波町農業再生協議会幹事会 子実用トウモロコシの取組状況について

8 2021年2月9日 町民クラブ会派研修会 紫波町の農業振興について

9 2021年3月10日 水稲直播・子実用トウモロコシフォーラムｉｎ岩手 紫波町における子実用トウモロコシの取組について

10 2021年4月14日 岩手県議会　環境問題・地球温暖化対策調査特別委員会 鉄理論とサンライズ花海道による三陸復興

11 2021年4月20日 農地利用最適化推進委員・農業委員研修会 子実用トウモロコシ産地化の取り組み

12 2021年7月13日 総会 紫波町の担い手と農地の需給見通しとリーディングプロジェクト

13 2021年7月21日 紫波町議会政務調査会 紫波町の担い手と農地の動向と子実用トウモロコシ産地化の取り組み

14 2021年11月22日 東北ハイテク研究会セミナー 岩手県紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組み

15 2021年12月17日 紫波町における子実用トウモロコシ産地化検討会 紫波町で子実用トウモロコシ産地化に取り組む背景とねらい

16 2021年12月20日 農地利用調整会議 町内の地区別農業生産構造の動向分析と今後の農業振興策について

17 2022年1月12日 紫波町の農業の未来を一緒に考えてみませんか 今後の農業振興の考え方

18 2022年1月13日 地域農業マスタープランの実践に係る地方推進会議 紫波町における地域農業マスタープランの取り組み

19 2022年1月18日 視察研修 紫波町における人・農地プランの取組状況

20 2022年2月18日 農業委員会会長・事務局長合同研修会 紫波町における人・農地プランの取り組み状況

21 2022年3月18日 みんらぼユーチューブ大学 農業体験農園の取組について

22 2022年6月21日 ＪＡいわて中央紫波地域女性部レディースセミナー 畑に見いだす新たな価値

23 2022年6月26日 スマート農業からキヅク持続可能な水田農業のしくみづくり説明会＆研修会 一般社団法人里地里山ネット漆立の設立について

24 2022年11月10日 むら・もり・うみフォーラム 畑に見いだす新たな価値と地産地消の効果

25 2022年12月20日 農地利用調整会議 農地の今後の需給見通しと地域の農地管理主体

26 2023年2月3日 会津若松市農業委員会資質向上研修会 地域の農地を一元的に管理する管理主体の創設

27 2023年2月14日 視察研修 まるっと中間管理方式による農地集積の進め方

28 2023年2月20日 視察研修 紫波町における人・農地プランの取組状況と農地有効活用リーディングプロジェクト

29 2023年2月21日 視察研修 農地の一元的管理主体創出の取組について

30 2023年6月1日 紫波町農業振興協議会総会 紫波町の農業生産構造の動向と今後の見通し

31 2023年9月6日 地域計画研修会 地域の農地を一元的に管理する管理主体の創設

32 2023年9月23日 青森大会大会シンポジウム 農地の需給見通しを踏まえた地域農業の複合的展開
33 2023年10月17日 視察研修 担い手の動向と農地の需給の見通しについて

34 2023年10月26日 いきいき町づくり常任委員会研修会 紫波町の農業情勢について

35 2023年2月14日 令和5年度子実トウモロコシ実績検討会 子実トウモロコシ産地化の課題と対応方向

36 2023年3月19日 奥州市認定農業者協議会総会 地域計画の作成と地域まるっと中間管理方式

37 2024年5月27日 JAいわて中央農業法人連絡協議会総会研修会 今後の水田作経営の担い手の姿と確保方策

38 2024年6月20日 紫波町農業振興協議会総会話題提供 今後の水田作経営の担い手の姿と確保方策

39 2024年7月24日 奥州市市議会行政視察 地域まるっと中間管理方式

40 2024年10月27日 水分公民館文化講演会 花と緑で魅力ある地域づくり

41 2024年10月11日 田村市市議会行政視察 福島県田村市市議会会派「改革未来たむら」「無会派大橋幹一」行政視察資料

42 2024年10月31日 紫波町農業賞審査会 地域農業持続化のためのグランドデザイン（抜粋版）

43 2024年11月29日 意向調査結果全体説明会 水分地区の担い手と農地の見通しと今後の対応方向

44 2024年12月16日 先進地視察研修会 紫波町におけるリーディングプロジェクトの取組

45 2025年2月20日 先進地視察研修 農地の一元的管理主体の創設について

46 2025年6月5日 不動中山間地域協定総会研修会 不動地区の農業、未来への羅針盤～担い手不足時代の農地利用戦略～

47 2025年6月26日 紫波町農業振興協議会総会話題提供 リーディングプロジェクトと紫波町版スマート・テロワール

48 2025年7月8日 視察研修 農地中間管理事業を活用した農地の一元的管理主体

49 2025年9月29日 もちづくり体験会 もちなんでのびる　紫波と世界のもちもち大研究

50 2025年11月11日 法人化研修会 佐比内8区農業の法人化打合せ

51 2025年11月25日 農政懇談会　新規就農 新規就農者確保に向けた考え方

52 2026年2月6日 令和7年度農村地域の活性化に向けたシンポジウム資 明日の実りを、実現する。株式会社ミノリア会社紹介資料

53 2026年2月10日 佐比内8区農業法人化研修会 企画書スライド1

54 2026年2月19日 佐比内8区農業法人化研修会 企画書スライド２

55 2026年2月12日 労働力確保研修会 農業労働力の新たな確保方策

56 2026年2月26日 担い手育成支援セミナー 岩手県紫波町における「地域計画」での活用事例

57 2026年2月28日 もちづくり体験会 餅の科学と魔法

58 2026年3月10日 令和7年度第2回地域計画推進全県研修会 紫波町における地域計画策定経過と今後の展開方向

59 2026年1月21日 視察研修 紫波町農業の概要

60 2026年1月28日 紫波町認定農業者協議会研修会　労力確保 農業労働力の新たな確保方策

61 2026年1月29日 視察研修 紫波町における地域計画策定経過と今後の展開方向

62 2026年3月1日 農地の一元的管理研修会 農地の一元的管理の考え方

63 2026年3月17日 地域まるっと中間管理方式及び農業法人形態研修会 清水町の水田を100年後の子孫に引き継ぐ　賢治さんが夢見た「現代の羅須地人協

64 2026年6月2日 紫波町議会研修会 地域計画策定経過と実現に向けた取組　～町内の3事例を中心に　水和手、赤石、

65 2026年6月9日 食と農の学校意見交換会 紫波町の農業生産構造の動向分析結果について

66 2026年6月22日 令和8年度地域計画実現促進研修会 紫波町における地域計画策定経過と実現に向けた取組

67 2026年7月2日 長岡産直組合研修旅行研修会 産直を巡る情勢と今後の対応方向

68 2026年7月7日 紫波町農業振興協議会総会話題提供 紫波町の農業生産構造の動向と想定される対応策～農林業センサスの分析結果～

69 2026年7月8日 産業建設常任委員会行政視察 農地中間管理事業を活用した農地の一元的管理の考え方

70 2026年7月16日 視察研修 農村政策フェローの活動及びリーディングプロジェクトの取組

71 2026年7月31日 東北農政局長との意見交換会 地域計画の取組と農地コネクトの実証試験結果

72 2026年9月9日 稲刈り体験 土に触れ、理想郷を刈り取る　宮沢賢治と水分の偉人藤原嘉藤治が目指したイーハ

73 2026年9月7日 農業政策ヒアリング 直接支払い制度創設による担い手の確保

74 2026年9月9日 農業委員会会長・事務局長合同研修会 国民民主党岩手県連農業政策ヒアリング資料

75 2026年9月16日 現地調査 紫波町におけるEBPM推進の取組　～農業政策のEBPM化とリーディングプロジェクト～
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（５）生成ＡＩを活用した農村政策調査研究報告の活用 

2020 年～2026 年にかけて公表してきた農村政策調査研究報告（以下報告書という）が 47本にの

ぼり、報告内容が多様で分析したデータも膨大な量となったため、報告書から必要な情報を即座に入

手することが困難になってきました。 

そこで、これまでに公表してきた 47本の報告書を生成 AI ツールのQommonsAI へ登録し、必要

な情報を瞬時に入手できる環境を構築しています。 

これにより、農政課の職員が報告書の知見を共有できる体制を整えています。 

本生成 AI は、紫波町の農業について分析した 47 本の報告書を参照して回答するため、大規模言語モ

デルで問題となっているハルシネーションが起こりにくいメリットがあります。 

 

※QommonsAI とは、Polimill 株式会社が提供する行政機関向け生成 AI サービス 

   ※ハルシネーションとは、虚偽または誤解 
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2.農政の EBPMの取組状況 

（１）EBPMのプロセス 

農村政策フェローが実施している具体的な EBPMのプロセスは、次の４つの階層になっていま

す。 

＜ＳＴＥＰ 1＞ データ化 

国が実施している農林業センサスや集落営農実態調査と紫波町が業務資料として持っている認定農

業者の経営改善計画や農業法人の農業状況報告を用いて、地域の農業生産構造の状況や経営体の経営

状況を生データとして収集しています。 

農家の今後の営農意向については、地域計画の策定のために町が独自に実施した営農意向調査結果

を生データとして収集しています。 

＜ＳＴＥＰ 2＞ エビデンス化 

収集した生データを分析し、農業構造分析、動向予測、集落営農の現状分析、経営実態分析、農地 

需要量分析、法人の経営状況分析、今後の営農意向分析などのエビデンスに変換します。 

＜ＳＴＥＰ 3＞ 政策化 

町内のデータ分析に基づいたエビデンスと先行事例を参考にして、政策提案を盛り込んだ農村政策

調査報告としてまとめます。 

＜ＳＴＥＰ 4＞ リーディングプロジェクト化 

農村政策調査研究報告と農家からの要望を基にリーディングプロジェクトを創案し試行します。た

だし、紫波町と先行事例では、社会経済条件や歴史的な背景が異なるため、紫波町の実態に合うよう

にアレンジしたプロジェクトとして実施しています。 

現在実施しているリーディングプロジェクトで参考にした先行事例と紫波町の独自性は、「表 2-1

リーディングプロジェクトの先行事例と紫波町の特徴」の通りです。 
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表 2-1 リーディングプロジェクトの先行事例と紫波町の特徴 

 

 

 

STEP 4 
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（２）農村政策調査研究報告の位置づけ  

    農村政策調査研究報告は、紫波町の農政課題を解決するための調査研究結果を取りまとめた客観

的な政策立案のベースとなり、紫波町農政の EBPM の基盤となるものです。 

作成された報告書は「紫波町農業経営改善支援センター会議」で報告し、関係機関との情報共有

を図っています。 

    また、報告書は紫波町のホームページで公開しているので、リーディングプロジェクトを実施す

る背景、実施内容、実施結果について誰でも知ることができます。 

 

 

（３）リーディングプロジェクトのねらい 

リーディングプロジェクトのねらいは、①今後大量に供給されてくる農地を有効に活用すること、 

②農業の収益性を向上させること、③地域計画策定（見直し）の農業振興策を考えるうえでヒントに 

してもらうことです。 

リーディングプロジェクトは、地域計画の課題とされている白地農地の発生を防止するための対因

療法的な対応策の一例として位置付けています。 

農業収益は、「農業収益＝販売金額−生産コスト」で決まります。農業収益を向上させるには、販 

売額を増加させるために付加価値の拡大や規模拡大が必要です。生産コストを削減するためには、労

働費を削減するための省力化と資材費の削減が必要です。 

各リーディングプロジェクトは、農業収益向上のために、労働・コスト削減と付加価値・規模拡大

による販売額の増加を目指しています。具体的なリーディングプロジェクトと農業収益性向上の関連

は、表 2-2 のとおりです。 

 

「農村政策調査研究報告」 

農村政

策調査

研究報

告 
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表 2-2 リーディングプロジェクトと農業収益性向上の関連 

 

 

  

農地マッチング 

アプリ 
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（４）リーディングプロジェクトの実施状況 

   現在実施中のリーディングプロジェクトは、次の 8つのプロジェクトで概要は表 2-3 の通りです。 

表 2-3 リーディングプロジェクトの概要 

プロジェクト名         プ ロ ジ ェ ク ト の 概 要 

子実トウモロコシ産地化 

今後、高齢農業者のリタイアに伴い大量に供給されてくる水田と今後増加が
見込まれる転作田を有効活用するため、省力的で労働生産性の高い子実トウモ
ロコシを新たな転作作物として導入するため現地実証を行ってきました。 
 現地実証の結果、子実トウモロコシは水稲よりはるかに省力的で大規模経営
体に適する転作作物であることが分かりました。また排水対策を実施すれば単
収も確保できることが分かりました。 
 町内の畜産経営体と連携し、濃厚飼料の町内自給率の向上と堆肥の資源循環
を進めながら、地域の農地の受け皿となる大規模経営体への導入を目指してい
ます。 

資源循環型酒造 

日本酒の醸造過程で排出される産業廃棄物の酒粕を牛たい肥に混和して発酵
させた酒粕入り堆肥を製造し、酒米を生産する水田に堆肥を施用し酒米を生産
する取り組みを始めました。 
町内での酒米生産と酒粕入り堆肥施用による資源循環と日本酒醸造のゼロエ

ミッション化を目指しています。 

つなぐビール連携 

岩手大学クラフトビール部（学内カンパニー）とベアレン醸造所が進める
「つなぐビールプロジェクト」の一員としてビール麦の栽培実証を実施し、
「つなぐビール」を商品化しました。 
 今後「酒のまち紫波推進ビジョン」「酒の学校基本コンセプト」と連動して
町内でのビールの原料生産、麦芽加工、醸造、販売・消費できる体制の構築を
目指しています。 

農地マッチングアプリ活用 

地域の農地の受け皿となる規模水田作経営体を育成するためには、担い手へ
の農地の集積と集積した農地の集約化による生産性の向上を図る必要がありま
す。 
農地集約に有効な「農地マッチングアプリ」の実証事業を行い、効果を確認

しながら水田地域での活用を進めていきます。 

農地一元的管理主体創設 

農地の一元的管理とは、農地中間管理事業を活用し、地域の農地を一括して
農地中間管理機構に貸出し、地域の農地を一元的に管理する主体が農地中間管
理機構から一括して借り受けて経営する方式です。 
中山間地域では、地域の農地の受け皿となる大規模水田作経営体がいないこ

とから、地域の水田を一元的に管理する管理主体の創設を進めています。 

労働力マッチングアプリ
活用 

果樹栽培は、摘果、着色管理、収穫作業が手作業で行われるため、初夏と、
秋に大量の労働力が必要となります。そのため、農業労働力マッチングアプリ
を活用し、地域外から臨時雇用労働力を確保する取り組みも必要です。 
果樹経営体で実証試験を行い、効果的な活用方法を検討しながら果樹作経営

体での活用を進めていきます。 

農業体験農園普及 

混住化している地域の小区画で低利用の農地を活用し、非農家の方々が野菜
作りに親しめる農業体験農園の設置を進めています。 
 野菜づくりを通じて消費者の農業への理解を促進するとともに、新規就農者
や産直の新たな出荷者になることを期待しています。 
 また農ある暮らしが実現できる「暮らし心地のいいまち」として移住者の増
加につながることを期待しています。 

新たなウルシ産業創出 

文化庁が文化財の補修に国産漆を使用するという通達を受けて国産漆の需要
が拡大していますが、国産漆の生産は増加していません。 
 近年 5～７年で漆の木を伐採し搾汁する技術開発と漆器以外のバイオプラス
チック等の新たな漆の用途開発が進められています。新たな技術を活用したウ
ルシの栽培は経済的に成り立つ林業や山間地域の荒廃農地の有効活用方策とし
て期待されるため、町有地でウルシの栽培実証を行っています。 
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 現在実施しているリーディングプロジェクトは、町内の地域性を考慮して地域別に設定しており、 

将来的には、同一地域内での横展開を目指しています。リーディングプロジェクトを目的別に分類す 

ると、紫波町が推進している循環型農業の確立と農業ＤＸに関するプロジェクトが多くなっていま 

す。 

リーディングプロジェクトの位置づけを地域性と目的の軸で示したのが「リーディングプロジェクト

のポートフォリオ」です。この図をもとに、各地区の地域性と農業振興の目的に応じて、リーディング

プロジェクトの取組を参考にすることにより、より有益な地域計画の見直しが可能になると考えられま

す。 

 

【リーディングプロジェクトの地域性】 

平坦水田地域：子実トウモロコシ産地化、資源循環型酒造、つなぐビール連携、 

農地マッチングアプリ 

丘陵果樹地域：農地一元的管理主体創設、労働力マッチングアプリ 

混住兼業地域：農業体験農園普及 

山間地域：新たなウルシ産業の創出 

 

【リーディングプロジェクトの目的】 

循環型農業：子実トウモロコシ産地化、資源循環型酒造、つなぐビール連携 

多様な担い手・農地利用：農地一元的管理主体創設、新たなウルシ産業創出 

荒廃農地防止：農業体験農園普及 

農業ＤＸ：農地マッチングアプリ活用、労働力マッチングアプリ活用 

 

※この地図は、地域特性とリーディングプロジェクトの実施地区をイメージとして作成した地図であ

り、紫波町の実際の地図とは異なります。 
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（５）自治体がめざすべき EBPM化の推進方向 

 

①EBPMの基盤となる農政の DX化の推進 

EBPM を実践するためには、前提として政策の根拠となる「データ」が活用可能な状態で整備

されている必要があります。そのためにまずは、農政のＤＸ化を進めることが必要となります。 

    紫波町では、これまで農村政策フェローが分析に活用してきた統計データ、分析ツール、分析し

たデータを取りまとめた報告書、各種計画情報、リーディングプロジェクトに関する情報を農政課

職員が利用しやすいように紫波町農政 DXデータベースとして整理しています。 

 

②データ分析ができる人材の育成 

データの収集・整備（DX 化）が進んでも、それを読み解き、政策に結びつける人材がいなけれ

ば EBPM は機能しません。 

自治体においては、定期的な人事異動もあり、データサイエンスの専門的知見や、データを基に

仮説検証を行う論理的思考を持った人材を組織内に定着させることが難しいのが実情です。 

システムを導入するだけでなく、整備されたデータを活用して「政策のストーリー」を構築でき

る人材の育成、あるいは外部専門家との効果的な協働体制の構築が必要と考えられます。 

 

③行政機関は「広義の EBPM」を目指すこと 

EBPM には、大きく分けて「狭義」と「広義」の 2 つの捉え方がありますが、行政がめざすべ

きなのは、広い意味でのＥＢＰＭと考えられます。 

 

概  念 定                義 

狭義のＥＢPM ランダム化比較試験など、厳密な因果推論の手法を用いて、特定の政策がも

たらした「純粋な効果」を定量的に検証・証明すること。 

 

広義の EBPM 

利用可能な最善のエビデンス（客観的なデータ、統計情報、事実等）を活用

し、論理的な裏付けを持って政策の企画立案・決定・見直しを合理的に行うこ

と。 

 

行政機関において、集約したデータ（エビデンス）に基づいた「政策立案」を行うことは、DX

化や人材育成により十分に実現可能と考えられますが、立案・実施した政策の効果を定量的に、か

つ厳密に把握する（狭義の EBPM を完遂する）ことは極めて困難です。その主な理由は次の通り

です。 
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＜外部要因の排除が困難＞ 

特に農政においては、気象条件、自然災害、マクロな市場価格の変動など、政策以外の要因 

が結果に大きく影響します。 

 

＜倫理的・公平性の制約＞ 

    厳密な効果測定を行うために、行政が意図的に「政策の恩恵を受けないグループ（対照群）」

を設定することは、住民に対する公平性の観点から理解を得ることが困難です。 

したがって、自治体が EBPM を推進する上では、厳密な効果検証の難しさを理由に足踏みす

るのではなく、まずは利用可能なデータを用いて合理的な意思決定を行う「広義の EBPM」を

めざすことが現実的であると考えられます。 
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農村政策調査研究報告とは、紫波町の農政課題解決のために農村政策フェローが実施した調

査研究結果をとりまとめたものです。 

報告書の中に政策提案的な内容も含まれていますが、これは、調査研究結果に基づき今後必

要と考えられる施策の考え方として記載しているもので、報告書の公表時点では必ずしも紫波

町の施策として実施しているものだけではないので留意願います。 

なお、2026 年度の紫波町の組織変更に伴い、報告書の名称を従前の「産業政策監調査研究報

告」から「農村政策調査研究報告」に変更しています。 
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